
議案第１９号 

 

令和８年度高根沢町下水道事業会計予算議決について 

 

令和８年度高根沢町下水道事業会計予算を地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項の

規定により提出する。 

 

令和８年３月３日 

 

高 根 沢 町 長  神 林 秀 治    

  

議案第19号 - 1
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（総　　　　則）

第１条　令和８年度高根沢町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　汚水管渠整備事業 千円

②　処理場施設耐震化事業 千円

③　処理場施設改良事業 千円

３９，９００

令 和 ８ 年 度   高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

水 洗 化 戸 数 ７，９４４

年 間 処 理 水 量 １，７６４，６２２

一 日 平 均 処 理 水 量 ４，８３４

主要な建設改良事業

１６９，３００

５６，３０５
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円予 備 費 ２，０００

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 収 益 ７４５，６５２

営 業 収 益 ３０５，１０２

営 業 外 収 益 ４４０，５４８

特 別 利 益 ２

下 水 道 事 業 費 用 ７３３，４１４

営 業 費 用 ６８５，２０８

営 業 外 費 用 ４６，２０５

特 別 損 失 １
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  ２３９，５０３千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１２，８９３千円、過年度分損益勘定留保資金　１２４，９１２千円、当年度

分損益勘定留保資金  ８８，５３１千円、減債積立金  １３，１６７千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ２６５，５０５

企 業 債 償 還 金 ３４８，１２４

固 定 資 産 売 却 代 金 １

資 本 的 支 出 ６１３，６２９

国 庫 補 助 金 １１５，１５０

負 担 金 等 ８，５２３

資 本 的 収 入 ３７４，１２６

企 業 債 １１６，０００

出 資 金 １３４，４５２
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（ ）

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

債務負担行為

限　度　額

１２８千円

事　　　　項

水洗便所改造資金融資あっせんに係る利子補給

期　　　　間

令和９年度から令和12年度まで

一 時 借 入 金

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道事業 １１６，０００千円
普通貸借又は
証 券 発 行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

借入れの日から４０年以内とし、その他につ
いては借入先の融資条件による。ただし、町
財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還または低利に借換え
することができる。
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（ ）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（ ）

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第10条 下水道事業経営安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１６，２５１千円である。

令和８年３月３日提出

高根沢町長　　神　林　秀　治

他会計からの補助金

２３，８１２

予定支出の各項の経費の金額の流用

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費
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１ １０

２ １３

３ １４

４ ２０

５ ２１

６ ２３

７ ２８

８ ３３

令 和 ７ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ８ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

注 記

令和８年度高根沢町下水道事業会計予算に関する説明書

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ７ 年 度 予 定 損 益 計 算 書
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収　　入

1

1

1  下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料

2  雨水排水に要する経費に対する一般会計負担金

3

4  排水設備計画確認検査手数料等

2

1  預金利息

2  一般会計補助金

3  分流式下水道等に要する経費に対する一般会計負担金

4  社会資本整備総合交付金

5  長期前受金収益化額

6  消費税及び地方消費税還付金

7

3

1

2

下 水 道 事 業 収 益 745,652

営 業 収 益 305,102

下 水 道 使 用 料 279,213

令和８年度高根沢町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 予 定 額 備 考

（単位：千円）

営 業 外 収 益 440,548

受 取 利 息 及 び 配 当 金 250

他 会 計 補 助 金 16,251

雨 水 処 理 負 担 金 25,470

受 託 工 事 収 益 1

そ の 他 営 業 収 益 418

他 会 計 負 担 金 214,072

長 期 前 受 金 戻 入 192,573

国 庫 補 助 金 17,400

特 別 利 益 2

固 定 資 産 売 却 益 1

消費税及び地方消費税還付金 1

雑 収 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1
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支　　出

1

1

1  管渠の維持管理に要する経費

2  処理場施設の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2

3  その他雑支出

3

1

4

1

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1

特 別 損 失 1

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1

雑 支 出 258

営 業 外 費 用 46,205

支 払 利 息 及 び 45,946

企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費 382,300

資 産 減 耗 費 2,118

処 理 場 費 233,733

受 託 工 事 費 2

総 係 費 48,783

下 水 道 事 業 費 用 733,414

営 業 費 用 685,208

管 渠 費 18,272

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考
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収　　入

1

1

1  公共下水道事業債

2

1  一般会計出資金　

3

1  社会資本整備総合交付金

4

1  公共下水道事業受益者負担金

2  農業集落排水事業受益者分担金

5

1

支　　出

1

1

1  管渠建設等に要する経費

2  処理場機械設備更新等に要する経費

2

1  企業債償還元金建 設 企 業 債 元 金 償 還 金 348,124

企 業 債 償 還 金 348,124

処 理 場 建 設 改 良 費 96,205

資 本 的 支 出 613,629

建 設 改 良 費 265,505

管 路 建 設 改 良 費 169,300

款 項 目 予 定 額

固 定 資 産 売 却 代 金 1

（単位：千円）

固定資産売却代金 1

負 担 金 等 8,523

受 益 者 負 担 金 8,522

受 益 者 分 担 金 1

国 庫 補 助 金 115,150

国 庫 補 助 金 115,150

出 資 金 134,452

出 資 金 134,452

企 業 債 116,000

建 設 改 良 債 116,000

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 374,126

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出 千円

　　　人件費支出 千円

　　　その他の事業支出 千円

　　　営業収入 千円

　　　負担金、補助金等収入 千円

　　　小計 千円

　　　利息の支払額 千円

　　　利息の受取額 千円

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 千円

　　　国庫補助金等による収入 千円

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 千円

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 千円

　　　企業債の償還による支出 千円

　　　出資金による収入 千円

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 千円

資金増加額（又は減少額） 千円

資金期首残高 千円

資金期末残高 千円

△３７，９７０

△６９，２１３

１９２，２８６

１２３，０７３

△３６２，７８５

１７１，５９１

△１９１，１９４

１７５，７００

△３４８，１２２

１３４，４５２

令 和 ８ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△３２１，２８６

△２３，８１２

△２，０７９

２７９，６３１

２７３，１９３

２０５，６４７

△４５，９４６

２５０

１５９，９５１
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
3

11,227 8,955 20,182 3,630 23,812

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

11,227 8,955 20,182 3,630 23,812

損益勘定支弁職員
( )
3

10,783 8,592 19,375 3,566 22,941

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

10,783 8,592 19,375 3,566 22,941

損益勘定支弁職員
( )

444 363 807 64 871

資本勘定支弁職員

合 計
( )

444 363 807 64 871

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

児童手当は予算上の性質が人件費と異なるため、給与費明細書に記載していません。

本年度

前年度

比 較

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区 分

給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 36 264 477 2,564 2,157 860

前 年 度 258 206 477 2,446 2,055 860

比 較 △ 222 58 118 102

区 分

本 年 度 30 306 1,791 470

前 年 度 30 306 1,723 231

比 較 68 239

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料 258

42

144

手 当 459

△ 96そ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

363 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 地域手当、勤勉手当、地域手当の増

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳  説       明 備   考

444 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

時 間 外 勤 務 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

勤 勉 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 200,300円 高校卒 200,300円 技能職 198,200円

短大卒 216,500円 短大卒 216,500円

大学卒 232,000円 大学卒 232,000円

技能職 198,200円

平 均 年 齢 36歳9月

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 285,267円

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 325,562円

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 348,535円

平 均 年 齢 37歳3月

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 298,100円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

課 長 参 事

技 能 労 務 職 労 務 主 事 技 能 主 事 技 能 主 事

5 級 6 級 7 級

企 業 職 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐

　（級別の基準となる職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計
（ ） （ ）

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

7　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

3　級
（ ） （ ）

計
（ ） （ ）

3 100.0

6　級
（ ） （ ）

1 33.4

4　級
（ ） （ ）

3　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

1 33.3

計
（ ） （ ）

計
（ ）

（ ） （ ）
1 33.3

（ ）
3 100.0

（ ） （ ）
1　級

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

1 33.4

3　級
（ ） （ ）

4　級
（ ） （ ）

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級
（ ） （ ）

1　級
（ ） （ ）

1 33.3

2　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

1 33.3

3　級
（ ） （ ）

   ウ  級別職員数　　　

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職 技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 職 員 数 (人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）
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（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 2 2

（人）

（人）

（人）

（人） 2 2

（人）

（人）

比 率 （％） 66.7 66.7

（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 1 1

（人）

（人）

（人）

（人） 1 1

（人）

（人）

比 率 （％） 33.3 33.3（Ｂ）/（Ａ）

前  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級

   エ  昇 給 

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 企　　業　　職

2 号 級

技 能 労 務 職

本  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

（Ｂ）/（Ａ）

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.45)

4.65

(2.4)

4.6

(2.45)

4.65

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

地 域 手 当 同　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一 般 会 計 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
25年勤続の者

備　　　考
(月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

一 般 会 計 の 制 度
(1.225) (1.225)

有
2.325 2.325

前 年 度
(1.2) (1.2)

有
2.3 2.3

本 年 度
(1.225) (1.225)

有
2.325 2.325

区 分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 備 考
6月（月分） 12月(月分）

19



（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

令和５年度から (0)

令和７年度まで 145 

令和５年度から 令和８年度から (97,918)

令和７年度まで 令和９年度まで 221,491 

令和６年度から 令和８年度から (2)

令和７年度まで 令和９年度まで 160 

令和８年度から (0)

令和10年度まで 201 

令和８年度から (50)

令和11年度まで 835 

令和８年度から (507)

令和11年度まで 2,117 

令和８年度から (10)

令和11年度まで 207 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

令和６年度公用車点検整備業務 214 107 107 令和７年度 107 

2,117 

令和７年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

207 207 

令和７年度下水道台帳管理システム
機器導入

2,117 

201 

160 

515,245 221,491 

令和６年度出納取扱金融機関手数料 885 

令和５年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

177 

835 

令和７年度

令和７年度

令和４年度包括的民間委託

50 

令和８年度

293,754 

令和８年度

17 

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

令和４年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 6 145 

令和６年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

201 0 
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1 円 円 円

（１）  下水道使用料

（２）  雨水処理負担金

（３）  受託工事収益

（４）  その他営業収益

2

（１）  管渠費

（２）  処理場費

（３）  受託工事費

（４）  総係費

（５）  減価償却費

（６）  資産減耗費

3

（１）  受取利息及び配当金

（２）  他会計補助金

２５２，４３０，０１６

令和７年度高根沢町下水道事業予定損益計算書

( 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　営　 業 　収　 益

３８５，４１６，４７０

２５，９２３，８３３

０

２１５，８９２ ２７８，５６９，７４１

　営　 業　 費 　用

２９，３８７，９２５

２０４，０３４，８４２

0

４６，７５３，０９６

２，６２５，５００ ６６８，２１７，８３３

　営　 業　 利　 益 △３８９，６４８，０９２

　営　 業 　外　 収　 益

２００，０００

１６，２５０，０００
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（３）  他会計負担金

（４）  国庫補助金

（５）  長期前受金戻入

（６）  雑収益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過年度損益修正損

２１５，８３９，２０９

２７，３００，０００

１９５，１９９，１１１

９１６，４７９ ４５５，７０４，７９９

　営　 業　 外 　費　 用

４８，８４７，１８３

４０２，８１５，２０９

    経 　常　 利 　益 １３，１６７，１１７

４，０４２，４０７ ５２，８８９，５９０

０

　特　 別 　利 　益

０

０ ０

　特　 別 　損　 失

０ ０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ４４，１９１，０１２

当 年 度 純 利 益 １３，１６７，１１７

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ０

そ の 他 未 処 分 利益 剰余 金変 動額 ３１，０２３，８９５
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

令 和 ７ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１１，６５８，３９９，３２９

△２，１２０，１６２，０１６ ９，５３８，２３７，３１３

１，４２０，７４８，９５９

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△２０３，４００，１１６ ６３９，２０３，１７０

２，２９６，５１３

△９７４，７３６ １，３２１，７７７

△５８０，４２６，１４０ ８４０，３２２，８１９

５１，５００

１２，１８２，８７７，２３１

３０，２７０，０００

有 形 固 定 資 産 合 計
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計 ７１，０７６，５４８

７１，０７６，５４８

　流 　動 　資 　産

１９２，２８６，０８５

４９，６０５，２７７

固 定 資 産 合 計

△５８５，５８６ ４９，０１９，６９１

１２，２５３，９５３，７７９

２４１，３０５，７７６

資 産 合 計 １２，４９５，２５９，５５５

流 動 資 産 合 計
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

３，２６７，６８８，２２８

３，２６７，６８８，２２８

３９，６４３，７５１

固 定 負 債 合 計

３４８，１２１，５６０

１，８７４，０００

流 動 負 債 合 計 ３８９，６３９，３１１

７，３０３，５９１，９２１

５，７９０，７６４，８２１

負 債 合 計 ９，４４８，０９２，３６０

△１，５１２，８２７，１００

繰 延 収 益 合 計
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

１，１６５，９６０，３３４

１，０２２，１８６，４６５

資 本 金 合 計

１９０，５３７，０５６

自 己 資 本 金 合 計 ２，３７８，６８３，８５５

２，３７８，６８３，８５５

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計 ４４，１９１，０１２

０

４４，１９１，０１２

剰 余 金 合 計 ６６８，４８３，３４０

資 本 合 計 ３，０４７，１６７，１９５

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，４９５，２５９，５５５
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資 産 の 部

1 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△２２８，２０３，００４ ６１４，４００，２８２

１１，９００，７４４，７８２

令 和 ８ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

２，２９６，５１３

△１，０２８，３６８ １，２６８，１４５

△２，４０３，９４０，６４５ ９，４９６，８０４，１３７

１，４５２，６７９，８６８

△６５０，４９８，３６７ ８０２，１８１，５０１

５１，５００

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，０９６，１７６，２１７

４８，０００，０００
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

１６５，６０４，０８８

資 産 合 計 １２，３３４，７４８，６４５

流 動 資 産 合 計

△５９５，５８６ ４２，５３０，９３２

１２，１６９，１４４，５５７

　流 　動 　資 　産

１２３，０７３，１５６

４３，１２６，５１８

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 ７２，９６８，３４０

７２，９６８，３４０
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額 △１，７０５，４０３，９７４

繰 延 収 益 合 計 ５，７１０，６１７，４０１

負 債 合 計 ９，１３３，９２４，２７４

流 動 負 債 合 計 ３４６，０９５，４６２

７，４１６，０２１，３７５

１，８７４，０００

固 定 負 債 合 計

３０６，４７６，８１７

３，０７７，２１１，４１１

３，０７７，２１１，４１１

３７，７４４，６４５
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 金 合 計 ２，５４４，１５９，９２６

２２１，５６０，９５１

自 己 資 本 金 合 計 ２，５４４，１５９，９２６

１，３００，４１２，５１０

１，０２２，１８６，４６５
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

６５６，６６４，４４５

資 本 合 計 ３，２００，８２４，３７１

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，３３４，７４８，６４５

利 益 剰 余 金 合 計 ３２，３７２，１１７

剰 余 金 合 計

３２，３７２，１１７

０
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ２～３０年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ４～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ５０年

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員（下水道事業）の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町

　村総合事務組合への一般負担金のみを下水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金

  は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において下水道使用料等を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

１　報告セグメントの概要

　高根沢町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水

道事業」と「農業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公 共 下 水 道 事 業 　宝積寺処理区及び仁井田処理区に係る汚水処理、雨水処理

農 業 集 落 排 水 事 業 　東部処理区及び大用地処理区に係る汚水処理
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２　報告セグメントごとの営業収益等

　　令和８年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 254,454 25,266 279,720

営業費用 579,242 90,126 669,368

営業損益 △ 324,788 △ 64,860 △ 389,648

経常損益 15,209 3,996 19,205

セグメント資産 11,048,515 1,286,234 12,334,749

セグメント負債 8,474,796 659,128 9,133,924

その他の項目   

　雨水処理負担金 25,470  25,470

　他会計補助金 1 16,250 16,251

　他会計負担金 180,742 33,330 214,072

　出資金 82,648 51,804 134,452

　減価償却費 326,924 55,376 382,300

　特別利益 2  2

　特別損失 1  1

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増減額

△ 36,028 △ 48,781 △ 84,809
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業 745,652 776,357 △ 30,705

収益
1 営業収益 305,102 304,271 831

1 279,213 277,809 1,404 279,213 下水道使用料 251,515

農業集落排水処理施設使用料 27,698

2 25,470 25,923 △ 453 25,470 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担
金 25,470

3 1 1 0 1 受託工事金 1

4 418 538 △ 120 手数料 338 排水設備計画確認検査手数料等 338

80 堆肥販売金 80

2 営業外収益 440,548 472,084 △ 31,536

1 250 1 249 預金利息 250 預金利息 250

2 16,251 33,750 △ 17,499 16,251 一般会計補助金 16,251

3 214,072 215,837 △ 1,765 214,072 一般会計負担金 214,072

4 国庫補助金 17,400 27,300 国庫補助金 17,400 社会資本整備総合交付金 17,400

令和８年度高根沢町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道使用
料

下水道使用
料

雨水処理負
担金

雨水処理負
担金

受託工事収
益

受託工事収
益

その他営業
収益

生産物売払
収入

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

他会計負担
金

他会計負担
金

△ 9,900
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

5 192,573 195,194 △ 2,621 192,573 長期前受金収益化額 192,573

6 1 1 0 1 消費税及び地方消費税還付金 1

7 雑収益 1 1 0 1 補償費等 1

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

その他雑収
益

固定資産売
却益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 733,414 763,761 △ 30,347

1 営業費用 685,208 712,652 △ 27,444

1 管渠費 18,272 36,773 △ 18,501 光熱水費 53 マンホールポンプ場電気料 53

動力費 5,738 マンホールポンプ場機械装置運転に係る電力料 5,738

修繕費 1,100 管渠内補修工事 1,100

委託料 9,244 下水道台帳作成業務等 9,244

賃借料 20 管渠埋設用地賃借料 20

路面復旧費 2,090 道路舗装復旧費用 2,090

保険料 27 全国自治協会施設損害保険 27

2 処理場費 233,733 235,412 △ 1,679 備消品費 150 東部の恵肥料袋 150

光熱水費 31 処理場電気料 31

動力費 43,464 処理場機械装置運転に係る電力料 43,464

修繕費 24,846 処理場機械設備の修繕に係る費用 24,846

委託料 164,710 処理場の施設運転管理委託等 164,710

保険料 532 全国自治協会施設損害保険 532

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

4 総係費 48,783 52,419 △ 3,636 給料 11,227 3名分 11,227

手当 7,380 扶養手当 36

通勤手当 264

比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道事業
費用

款 項 目
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

住居手当 306

時間外勤務手当 860

管理職手当 477

管理職特別勤務手当 30

期末手当 1,709

勤勉手当 1,437

地域手当 470

退職手当負担金 1,791

1,575 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

る額 1,575

法定福利費 3,331 共済組合負担金 3,299

公務員災害補償基金負担金 32

299 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰

り入れる額 299

旅費 48 研修等に係る交通運賃 48

備消品費 309 事務用の備消耗品費 309

燃料費 45 公用車燃料費 45

印刷製本費 214 郵送用封筒等 214

修繕費 10 公用車の定期点検整備費用 10

通信運搬費 331 受益者負担金納付書郵送料等 331

手数料 277 口座振替手数料等 277

委託料 18,839 下水道使用料徴収事務委託費等 18,839

使用料 2,014 事務機器使用料等 2,014

補給金 78 水洗便所改造資金融資斡旋利子補給金 78

説　　　　　　明
区 分 金 額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

会費負担金 119 日本下水道協会会費 84
栃木県下水道協会会費 10
全国町村下水道推進協議会栃木県支部会費 5
地域環境資源センター会費 20

保険料 33 公用車に係る保険料 33

研修費 782 研修受講料 782

報償費 1,760 受益者負担金等一括納付報奨金 1,760

110 下水道使用料の不納欠損に備えるため、引
当金に繰り入れる額 110

貸倒損失 1 下水道使用料の不納欠損に係る貸倒損失 1

公課費 1 税金等 1

5 減価償却費 382,300 385,420 △ 3,120 379,710 有形固定資産に係る減価償却費 379,710

2,590 施設利用権に係る減価償却費 2,590

6 資産減耗費 2,118 2,626 △ 508 2,118 機械設備更新等に伴う除却費 2,118

2 営業外費用 46,205 49,108 △ 2,903

1 45,946 48,849 △ 2,903 企業債利息 45,946 企業債の償還利息 45,946

2 1 1 0 1 消費税及び地方消費税納付額 1消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

説　　　　　　明
区 分 金 額

無形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

貸倒引当金
繰入額

有形固定資
産減価償却
費

支払利息及
び企業債取
扱諸費

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 雑支出 258 258 0 58 受益者負担金の不納欠損に備えるため引当

金に繰り入れる額 58

200 その他雑支出 200

3 特別損失 1 1 0

1 1 1 0 貸倒損失 1 不納欠損金 1

4 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費 2,000

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

その他未収
金貸倒引当
金繰入額

その他雑支
出

過年度損益
修正損
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 374,126 463,964

1 企業債 116,000 145,000

1 建設改良債 116,000 145,000 建設改良債 116,000 公共下水道事業債 116,000

2 出資金 134,452 165,998 △ 31,546

1 出資金 134,452 165,998 △ 31,546 出資金 134,452 一般会計出資金 134,452

3 国庫補助金 115,150 134,000

1 国庫補助金 115,150 134,000 国庫補助金 115,150 社会資本整備総合交付金 115,150

4 負担金等 8,523 18,965 △ 10,442

1 8,522 18,865 △ 10,343 8,522 受益者負担金 8,522

2 1 100 △ 99 1 受益者分担金 1

5 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

有形固定資
産売却代金

説　　　　　　明
区 分 金 額

受益者負担
金

受益者負担
金

受益者分担
金

受益者分担
金

△ 89,838

△ 29,000

△ 29,000

△ 18,850

△ 18,850
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 613,629 699,500

1 建設改良費 265,505 337,621

1 169,300 300,680 委託料 6,300 舗装本復旧工事数量算出業務 6,300

工事請負費 163,000 舗装本復旧工事等 163,000

2 96,205 36,941 委託料 61,081 処理場耐震補強設計業務等 61,081

工事請負費 35,124 処理場機械更新 35,124

2 348,124 361,879 △ 13,755

1 348,124 361,879 △ 13,755 348,124 企業債の償還元金 348,124

59,264

款 項 目

管路建設改
良費

処理場建設
改良費

△ 85,871

△ 72,116

△ 131,380

説　　　　　　明
区 分 金 額

比 較
節

企業債償還
金

建設企業債
元金償還金

建設企業債
元金償還金
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１２，８９３ 千円

１２４，９１２ 千円

８８，５３１ 千円

１３，１６７ 千円

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２３９，５０３千円は、次により補てんするものとする。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

減債積立金
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